
様式第１０ 

循環型社会形成推進地域計画改善計画書 

 

地域名 構成市町村等名 計画期間 事業実施期間 

小牧市 小牧市 令和 2年度～令和 6年度 令和 2年度～令和 6年度 

 

１ 目標の達成状況 

（ごみ処理） 

指      標 

 

現 状 

（令和  年度） 

目 標  

（令和  年度） A 
実 績   

（令和  年度） B 
実績 

/目標 

排出量 

 

 

 

 

事業系 総排出量 

    １事業所当たりの排出量 

生活系 総排出量 

    １事業所当たりの排出量 

         t 
              t 

 t 
kg/人 

         t 
              t 

 t 
kg/人 

         t 
              t 

 t 
kg/人 

     % 

     % 

     % 

      % 

合 計 事業系生活系総排出量合計               t               t               t      % 

再生利用量 

 

直接資源化量 

総資源化量 

              t 

              t 

              t 

              t 

              t 

              t 

     % 

     % 

エネルギー回収量 エネルギー回収量（年間の発電電力量）             MWh             MWh             MWh  

最終処分量 埋立最終処分量               t               t               t      % 

※目標未達成の指標のみを記載。 

 

（生活排水処理） 

指      標 

 

現 状 

（平成30年度） 

目 標 

 （令和 7年度） A 
実 績 

 （令和 7年度） B 
実績 

/目標 

総人口  
151,791人 

147,293人 
147,787人 

   ―  

公共下水道 

 

汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

104,722人           
    68.991 ％ 

109,000人 
            74.002％ 

108,148人 
             73.178

％ 

  
80.084% 
83.560% 

集落排水施設等 

 

汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

1,031人             
     0.679％ 

976人 
             0.663％ 

1,021人            
  0.691％ 

  
18.182%  
 -70.101 



% 
合併処理浄化槽等 

 

汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

11,710人 
    7.715％ 

11,686人 
             7.934％ 

8,691人 
              5.881

％ 

     
12579.16
7 % 
  
-836.237
% 

未処理人口 汚水衛生未処理人口  
34,328人 

 

25,631人 

 

29,927人 

 

     
50.604％ 

※目標未達成の指標のみを記載。 

２ 目標が達成できなかった要因 

〇公共下水道・・・・・・下水道整備は着々と進んでおり、汚水処理人口普及率は上昇したが、近年、人口は減少傾向にあるため、目標
に達しなかったと考えられる。 

〇集落排水施設等・・・・汚水衛生処理人口についてはほとんど変動がなかったと考えられる。 

〇合併処理浄化槽等・・・・・・汲み取り槽又は単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が十分進まなかったことが要因であると考 

               えられる。 

 

 

３ 目標達成に向けた方策 

目標達成年度 令和１１年度まで 

 

〇公共下水道・・・・・・戸別訪問や、文書の送付等により接続指導を行うとともに、ホームページ等により周知し、接続を促していく。 

〇合併処理浄化槽等・・・単独処理浄化槽又は汲み取り槽からの転換を促進するため、ホームページ等により浄化槽補助制度や合併処理
浄化槽の有効性について周知するとともに、各種イベントにおいて啓発活動を行う。また、浄化槽工事業者や
保守点検業者等からも市民へ合併処理浄化槽への転換について周知を行うなど事業者と連携して啓発を進めて
いく。 

○未処理人口・・・・・・公共下水道への接続の促進や合併処理浄化槽等の普及に努めることにより、未処理人口の減少に繋げる。 

 

 

 

 

 



（都道府県知事の所見） 

合併処理浄化槽等の処理人口及び普及率は目標値を下回ったが、公共下水道の処理人口及び普及率はその整備を着々と進めたことにより、
目標値に近づけることができた。その結果、全体としての汚水衛生処理率は上昇し、生活排水処理施設の整備による一定の成果は現れて
いる。 

今後も、下水道計画区域外の地域においては合併処理浄化槽への転換促進に関する施策を強化するなど、より積極的に生活排水処理施設
の整備促進に取り組んでいただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


